
日時： 平成２３年　１月１４日（金） 午後２時～４時

場所： 福岡市役所　１５階　１５０３会議室

1 開　会

2 審　議　等

（１）市民公益活動の推進に係る施策検討部会の設置について

（２）ＮＰＯ・共働に関する各種調査結果について（報告）

（３）「コミュニティに関する取り組み」の概要及び進行管理について（報告）

（４）審議

3 閉　会

　　・福岡市市民公益活動推進審議会委員名簿 （資料１）

　　・福岡市市民公益活動推進審議会運営要綱 （資料２）

　　・市民公益活動の推進に係る施策検討部会運営要綱（案） （資料３）

　　・市民公益活動の推進に係る施策検討部会委員名簿（案） （資料４）

　　　　（市政アンケート調査） （資料５－１）

　　　　（ＮＰＯ・ボランティア団体活動基本調査） （資料５－２）

　　　　（共働に関する職員アンケート調査） （資料５－３）

（資料６）

　　・共働の推進の現状・課題・解決の方向性 （資料７）

　　・ＮＰＯ活動の促進の現状・課題・解決の方向性 （資料８）

　【参　考】

　　・平成２３年度税制改正大綱（抜粋） （資料９）

　　・市民公益税制ＰＴ報告書 （資料１０）

　配布資料

　　・「コミュニティに関する取り組み」の概要及び進行管理について
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　　・ＮＰＯ・共働に関する各種調査結果



氏　　名 所　　属　　　等 分　　　野

阿　部　　亨　 　福岡市市民局（市民局長） 行　　　政

大　谷　順　子 　特定非営利活動法人　子どもNPOセンター福岡 NPO・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ関係者

大　庭　宗　一 　特定非営利活動法人　博多の風 NPO・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ関係者

菊　池　裕　次 　福岡市教育委員会（理事） 行　　　政

酒　井　龍　彦 　福岡市７区区長会（博多区長） 行　　　政

空　　直　美　 　株式会社　プロネット 企業関係者

原　田　陽　次 　福岡市自治協議会等７区会長会 地域関係者

村 山　由 香 里 　株式会社　アヴァンティ 企業関係者

森　田　昌　嗣 　九州大学大学院芸術工学研究院 学識経験者

山　﨑　好　裕 　福岡大学大学院経済学研究科 学識経験者

（五十音順・敬称略）

「福岡市市民公益活動推進審議会」委員名簿

（任期：平成２２年２月１日～平成２４年１月３１日）

資料１



 資料２ 

 

 

福岡市市民公益活動推進審議会運営要綱 

 

 

 

 （趣 旨） 

第１条 この要綱は，福岡市市民公益活動推進条例第 19 条の規定に基づき，福岡

市市民公益活動推進審議会（以下「審議会」という。）の運営に必要な事項を定

めるものとする。 

 

 （組 織） 

第２条 審議会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

（１）学識経験者 

（２）地域活動実践者 

（３）地域関係者 

（４）ＮＰＯ・ボランティア関係者 

（５）企業関係者 

（６）市職員 

 

 （会 長） 

第３条 審議会に，会長及び副会長を置くものとし，委員の互選により定める。 

２ 会長は，会務を総理し，審議会の会議（以下「会議」という。）の議長となる。 

３ 会長は，必要があると認めたときは，会議に委員以外の者の出席を求め，その

説明又は意見を聴くことができる。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は欠けたときは，その職

務を代理する。 
 

 （部 会） 

第４条 審議会は，特定の事項を調査審議する必要があると認められるときは，審

議会の委員の一部をもって，部会を置くことができる。 

２ 特に必要があると認めたときは，部会に審議会委員以外の委員を置くことがで

きる。 

３ 部会に部会長を置き，部会に属する委員の互選によってこれを決める。 

４ 部会長は，部会の会務を総理し，審議結果を審議会に報告する。 

５ 部会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 

 

 （会議の公開） 

第５条 会議は，原則としてこれを公開する。 

 

 



 

 （庶 務） 

第６条 審議会の庶務は，市民局コミュニティ推進部市民公益活動推進課において

行う。 

 

 （その他の事項） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が

審議会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成１７年６月２８日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は，平成１９年５月１４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
資料３ 

 

市民公益活動の推進に係る施策検討部会運営要綱（案） 

 

 

（趣 旨） 

第１条 福岡市市民公益活動推進審議会（以下「審議会」という。）の部会として、

市民公益活動の推進に係る施策について検討するため、市民公益活動の推進に係る

施策検討部会（以下「検討部会」という。）を設置し、運営に必要な事項を定める。 

 

（所掌事務） 

第２条 検討部会の所掌事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 共働の仕組みの検討に関すること 

(2) ＮＰＯ活動支援基金の仕組みに関すること 

(3) その他市民公益活動の推進に必要な事項に関すること 

 

（組 織） 

第３条 検討部会は、審議会委員のうち、審議会会長が指名する委員をもって組織す

る。 

２ 前項の委員のほか、特に必要があると認めたときは、次の各号に掲げる委員を置

くことができる。 

 (1) 学識経験者 

(2) ＮＰＯ・ボランティア関係者 

 

（任 期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から平成２４年１月３１日までとする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（部会長） 

第５条 検討部会に、部会長を置くものとし、委員の互選により定める。 

２ 部会長は、会務を総理し、検討部会の会議（以下「会議」という。）の議長とな

る。 

３ 部会長に事故があるとき、又は欠けたときは、検討部会に属する委員のうちから

部会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

  

（会 議）                                  

第６条 会議は、部会長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 部会長は、必要があると認めたときは，会議に委員以外の者の出席を求め、その

説明又は意見を聴くことができる。 



４ 検討部会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の時は、部会長の

決するところによる。 

 

 （会議の公開） 

第７条 会議は、原則としてこれを公開する。 

 

 （庶 務） 

第８条 検討部会の庶務は、市民局コミュニティ推進部市民公益活動推進課において

行う。 

 

 （その他の事項） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討部会の運営に関し必要な事項は、部会長

が会に諮って定める。 

 

   附 則  
 この要綱は，平成２３年１月１４日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



氏　　名 所　　属　　　等 分　　　野

大谷　順子 特定非営利活動法人 子どもNPOセンター福岡
審議会委員

ＮＰＯ・ボランティア関係者

大脇　成昭 熊本大学法学部准教授 学識経験者

加留部　貴行 日本ボランティアコーディネーター協会 ＮＰＯ・ボランティア関係者

空　直美　 株式会社　プロネット
審議会委員
企業関係者

森田　昌嗣 九州大学大学院芸術工学研究院
審議会委員
学識経験者

（五十音順・敬称略）

市民公益活動の推進に係る施策検討部会委員名簿（案）

資料４



問1

557人 250人 44.9% 1 必要である
229人 41.1% 2 どちらかといえば必要である

9人 1.6% 3 どちらかといえば必要でない
5人 0.9% 4 必要でない

58人 10.4% 5 わからない
6人 1.1% 6 無回答

問2

557人 72人 12.9% 1 ある
457人 82.0% 2 ない
26人 4.7% 3 わからない
2人 0.4% 4 無回答

問3

72人 50人 69.4% 1 ボランティアスタッフとして参加した
17人 23.6% 2 会員として参加した
6人 8.3% 3 役員として参加した
4人 5.6% 4 有給非常勤スタッフとして参加した
人 0.0% 5 有給常勤スタッフとして参加した

12人 16.7% 6 それ以外の立場で参加した
2人 2.8% 7 わからない
人 0.0% 8 無回答

市民公益活動の参加について

＜ 調査の概要 ＞
・調査目的：ＮＰＯやボランティアなどの市民公益活動について市民の意識の現状を把握すること。
・実施時期：平成22年9月28日から10月13日
・実施方法：郵送
・調査対象：市内に居住する満２０歳以上の男女
・調査数：617件
・回答数：557件

あなたは、福岡市をより住みやすいまちにするために、ＮＰＯやボランティアが行っている市民公益活動が必要である
と思いますか。【１つ選択】

あなたは、過去５年間に、ＮＰＯやボランティアの市民公益活動に参加した経験がありますか。【１つ選択】

どのような活動に参加しましたか。【問２で「ある」と回答した方】【すべて選択】

平成２２年度　市政アンケート調査

わからない
10%

必要でない
1%

どちらかといえば必
要でない

2%

無回答
1%

必要である
45%

どちらかといえば必
要である

41%

無回答
0.4わからない

4.7

ある
12.9

ない
82.0

50人

17人

6人

4人

人

12人

2人

人 10人 20人 30人 40人 50人 60人

1

2

3

4

5

6

7

資料５－１



問4

72人 29人 40.3% 1 職場や地域、学校などで参加の呼びかけがあって
23人 31.9% 2 自分で思い立って
17人 23.6% 3 講座・研修、イベントなどに参加して
16人 22.2% 4 実際に活動している人に接して
13人 18.1% 5 家族や友人に勧められて
1人 1.4% 6 マスコミやインターネットで知って
1人 1.4% 7 その他
1人 1.4% 8 無回答

問5

457人 322人 70.5% 1 きっかけや機会がなかった
212人 46.4% 2 活動に関する情報がなかった
166人 36.3% 3 活動に参加する時間がなかった
78人 17.1% 4 身近に参加したいと思うボランティアやＮＰＯがない
76人 16.6% 5 一緒に参加する仲間がいない
45人 9.8% 6 活動に関心がない
42人 9.2% 7 健康上の理由
24人 5.3% 8 人間関係が面倒だから
11人 2.4% 9 職場や家庭、周囲の理解が得られない
14人 3.1% 10 その他
3人 0.7% 11 無回答

活動に参加したきっかけは何ですか。【問２で「ある」と回答した方】

活動に参加しなかった理由は何ですか。【問２で「ない」と回答した方】【すべて選択】

29人

23人

17人

16人

13人

1人

1人

人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人

1

2

3

4

5

6

7

322人

212人

166人

78人

76人

45人

42人

24人

11人

14人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



問6

557人 326人 58.5% 1 気軽に活動を体験できる仕組み
295人 53.0% 2 ボランティアやＮＰＯに関する情報の充実
164人 29.4% 3 信頼できるボランティアやＮＰＯ活動を判断できる仕組み
154人 27.6% 4 ボランティアやＮＰＯの人と気軽に交流できる場所や機会の提供
131人 23.5% 5 参加したい人と、人材を求める団体を結びつける仕組み
125人 22.4% 6 気軽に相談できる窓口の充実
89人 16.0% 7 職場や学校で活動の実績や経験が評価される仕組み
66人 11.8% 8 ボランティア休暇や保険の制度の充実
52人 9.3% 9 活動に参加することで特典が受けられるような仕組み
11人 2.0% 10 その他
7人 1.3% 11 無回答

問7

557人 1人 0.2% 1 十分である
24人 4.3% 2 どちらかといえば十分である

237人 42.5% 3 どちらかといえば不十分である
205人 36.8% 4 不十分である
89人 16.0% 5 わからない
1人 0.2% 6 無回答

問8

557人 104人 18.7% 1 団体の概要（設立趣旨や目的、体制、役員、連絡先など）
391人 70.2% 2 活動内容やイベントの情報
30人 5.4% 3 年間収支など団体の財政状況
20人 3.6% 4 市民ボランティアや寄付の募集情報
4人 0.7% 5 その他
8人 1.4% 6 無回答

市民公益活動団体の情報について

市民公益活動を行うＮＰＯやボランティアなどの団体のことを市民がよりよく理解するには、どのような情報が必要だと
思いますか。【１つ選択】

今後、あなたがもしくは市民が、ＮＰＯやボランティアの市民公益活動に気軽に参加できるようになるためには、どのよ
うな仕組みや施策が必要と思いますか。【３つ選択】

ＮＰＯやボランティアが行っている市民公益活動の内容や、団体に関する情報は市民に十分伝わっていると思います
か。【１つ選択】

326人

295人

164人

154人

131人

125人

89人

66人

52人

11人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

十分である
0%

無回答
0%

どちらかといえば
十分である

4%

わからない
16%

不十分である
37%

どちらかといえば
不十分である

43%

年間収支など団
体の財政状況

5%

その他
1% 無回答

1%

市民ボランティ
アや寄付の募集

情報
4%

団体の概要（設
立趣旨や目的、
体制、役員、連

絡先など）
19%

活動内容やイベ
ントの情報

70%



問9

557人 390人 70.0% 1 市政だよりやホームページなどの市の広報媒体
360人 64.6% 2 新聞・テレビなどのマスコミ
277人 49.7% 3 公共施設のチラシや情報誌、ポスター
128人 23.0% 4 職場や地域・学校など
64人 11.5% 5 ボランティア・ＮＰＯのホームページ、メールマガジンなど
55人 9.9% 6 家族や知人・友人
27人 4.8% 7 福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」
6人 1.1% 8 その他
9人 1.6% 9 無回答

問10

557人 132人 23.7% 1 ある
372人 66.8% 2 ない
44人 7.9% 3 わからない
9人 1.6% 4 無回答

問11

557人 476人 85.5% 1 寄付金の使途が明確
400人 71.8% 2 団体の活動内容に賛同できる
193人 34.6% 3 積極的に情報公開を行っている
128人 23.0% 4 団体に対する社会の評価が高い
89人 16.0% 5 団体の組織体制が整っている
62人 11.1% 6 家族や知人・友人が活動を行っている
20人 3.6% 7 積極的に寄付金の募集活動を行っている
13人 2.3% 8 わからない
6人 1.1% 9 その他

11人 2.0% 10 無回答

市民公益活動に対する寄付の状況について

あなたは、ＮＰＯやボランティアの市民公益活動についての情報をどこから得たいですか。【3つ選択】

あなたは、直近１年間にＮＰＯやボランティアなどの団体、公益活動基金などに寄付をしたことがありますか。【１つ選
択】

あなたが寄付をする場合、重視する点は何ですか。【3つ選択】

390人

360人

277人

128人

64人

55人

27人

6人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人 450人

1

2

3

4

5

6

7

8

無回答
2%

わからない
8%

ある
24%

ない
66%

476人

400人

193人

128人

89人

62人

20人

13人

6人

人 100人 200人 300人 400人 500人

1

2

3

4

5

6

7

8

9



問12

557人 25人 4.5% 1 知っていた
522人 93.7% 2 知らなかった
10人 1.8% 3 無回答

問13

557人 424人 76.1% 1 あすみん夢ファンドを積極的にＰＲし、市民の認知度を向上させる
401人 72.0% 2 寄付金の使途や助成先などが示され、わかりやすく選べるようにする
275人 49.4% 3 寄付金がどう使われたのかを寄付者へ報告する
80人 14.4% 4 寄付者の税制上の優遇措置を拡充させる
75人 13.5% 5 活動や組織が充実しているＮＰＯ法人が増加する
63人 11.3% 6 インターネットなどで簡単に寄付できる仕組みを整備する
37人 6.6% 7 ＮＰＯ法人の日常の事務所費や人件費も助成対象とする
24人 4.3% 8 寄付者への記念品など特典を充実する
19人 3.4% 9 クレジットカード決済などを可能とする
11人 2.0% 10 その他
14人 2.5% 11 無回答

福岡市では、個人や企業からいただいた寄付金をもとにＮＰＯ法人が行う公益的な事業に対し助成を行うため、福岡
市ＮＰＯ活動支援基金（愛称：あすみん夢ファンド）を運用していますが、あなたは、この基金をご存じでしたか。【１つ
選択】。

あなたは、あすみん夢ファンドへの寄付が増えるには、どういう条件整備が必要だと思いますか。【3つ選択】

知っていた
5%

無回答
2%

知らなかった
93%

424人

401人

275人

80人

75人

63人

37人

24人

19人

11人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人 450人

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



問14

557人 386人 69.3% 1 ＮＰＯなど市民公益活動団体に関する情報提供
268人 48.1% 2 ボランティア活動などをしたい市民や企業とＮＰＯ等との橋渡し
119人 21.4% 3 学校における市民公益活動に関する教育
116人 20.8% 4 ＮＰＯと行政が共働して事業を行う取り組み
115人 20.6% 5 ＮＰＯを評価する仕組みの構築
114人 20.5% 6 ＮＰＯに対する活動資金の助成
83人 14.9% 7 ＮＰＯと自治会等との橋渡し
72人 12.9% 8 行政職員に対する意識向上に向けた施策
39人 7.0% 9 わからない
7人 1.3% 10 その他

13人 2.3% 11 無回答

あなたは、市（行政）が行うＮＰＯやボランティアなどの市民公益活動推進施策として、どのようなものが必要だと思い
ますか。【3つ選択】

行政に対する要望について

386人

268人

119人

116人

115人

114人

83人

72人

39人

7人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人 450人

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



資料５－２
 

 

 
福岡市ＮＰＯ・ボランティア団体活動基本調査 

 

 

＜調査の概要＞ 

・調査目的：ＮＰＯ・ボランティア団体の現状について把握すること。 
・実施時期：平成 22 年 11 月５日から平成 22 年 12 月 10 日 

・実施方法：郵送による配布。郵送と調査員訪問による回収。 

・調査対象：福岡市（あすみん）登録団体、福岡県（ＮＰＯ・ボランティアセンター）登録団

体、内閣府認証法人より福岡市内にある全団体 

・調査団体数：1,100 団体 

・回答団体数：560 団体（平成 22 年 12 月 2 日現在） 

 



 

 
 法人格の有無について 

 無回答
 -

任意団体
34.3%

ＮＰＯ法人
65.7%

(N=560)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 貴団体の構成について 

問１．現在の会員数は何人ですか。  

 

500人以上
4.5%

50～
100人未満

13.4%

100～
500人未満

15.5%

無回答
5.5% 10人未満

6.3%

10～
30人未満

41.6%

30～
50人未満

13.2%

(N=560)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２． 会員を確保するために、どのような取り組みを行っていますか。次の中からあて

はまるものをすべて選び○を付けてください。 

 

ホームページやメールマガジンによるPR

チラシや機関紙によるＰＲ

過去の活動参加者等への働きかけ

イベントや説明会の開催

新聞、テレビ、ラジオなどのマスコミ広告

行政のホームページや広報誌を利用したＰＲ

特に何も行っていない

その他

40.2

36.3

35.5

27.3

7.0

5.7

22.9

13.2

0 25 50 （％）

(N=560)
【回答はいくつでも】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



問３．貴団体の事務局スタッフの人数を記入してください。 

 

39.1

23.6

43.8

45.4

7.5

14.1

1.1

7.1 2.0

0.9

-

0.2

7.7

7.7

0% 25% 50% 75% 100%

常勤

スタッフ数

０人 ５人未満 ５～９人 10～19人 20～49人 50人以上 無回答

(N=560) 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４． 常勤で有給の事務局スタッフがいる団体におたずねします。 

スタッフの平均年収はどのくらいですか。次の中からあてはまるものを 1 つ選び○

を付けてください。 

 

100万円台
12.2%

500万円以上
2.1%

400万円台
3.7%

300万円台
6.3%

200万円台
28.0%

100万円
未満
21.2%

無回答
26.5%

(N=189)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５．事務局スタッフ全員の方の年齢分布をご記入ください。  

 

1.2

17.8

38.7

44.9

46.6

47.8

0 30 60

10代

20代

30代

40代

50代

60代以上

（％）

(N=517)
【回答はいくつでも】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６． 現在、事務局スタッフに関してどのような課題がありますか。次の中からあては

まるものをすべて選び○を付けてください。 

 

 
44.3

26.1

24.6

9.5

4.1

26.6

0 30 60（％）

(N=560)
【回答はいくつでも】

 
 
 
 

 

 

 

事務局スタッフを雇用する人件費が捻出できない

事務局スタッフの数が少ない

事務局に専門人材が少ない

事務局スタッフ育成の機会が少ない

その他

特にない



（問６で２．と答えた団体におたずねします） 

付問１． 事務局で不足している専門人材はどのような分野の人材ですか。次の中から 

    あてはまるものをすべて選び○を付けてください。 

 

58.0

48.6

42.0

31.2

29.0

13.8

0 30 6

経理

広報

営業

労務

法務

その他

（％）

(N=138)
【回答はいくつでも】

0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 活動分野と活動状況について 

問７． 貴団体の活動で、日ごろ最も力を入れている活動分野はどのような分野ですか。

次の中からあてはまるものを 1 つ選び○を付けてください。 

 

 

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

環境の保全を図る活動

国際協力の活動

まちづくりの推進を図る活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

情報化社会の発展を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

地域安全活動

以上の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

消費者の保護を図る活動

科学技術の振興を図る活動

災害救助活動

無回答

29.1

10.7

10.5

8.8

8.4

8.2

4.6

4.3

3.2

2.0

2.0

1.8

1.8

1.3

1.3

0.9

0.2

1.1

0 20 4 （％）

(N=560)
【回答は１つだけ】

0



問８． 貴団体の具体的な活動内容についておたずねします。次の中からあてはまるもの

をすべて選び○を付けてください。 

 

イベントやシンポジウム等の企画・開催

親睦・交流の場・機会の提供

技術・技能・ノウハウ等の指導・伝達や人材育成

資料や情報の収集・提供

相談活動（電話、窓口等）

調査・研究活動

機関誌・広報誌の発行

講師・スタッフ等の人材派遣

人や労力を動員（派遣）してのサービス（清掃・美化、リサイクル、介護等）

施設等の設置や運営

産品・物品等の製造製作及び提供

団体・人材の紹介、仲介

活動に関する機材・素材・教材などの提供・援助

資金の提供援助

資格等の認定・推奨・評価

本や雑誌などの出版

事務所・会議室等の提供

その他

41.3

34.8

27.3

26.6

24.1

23.9

22.5

21.6

15.2

10.9

8.2

7.0

6.6

5.9

5.2

4.3

2.7

3.4

0 25 5 （％）

(N=560)
【回答はいくつでも】

0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問９．貴団体の活動開始時期を記入してください。 

 

 

活動開始時期　（N=560)

法人格取得時期　（N=368)

17.0

31.5

12.3

22.0

35.4

40.5

26.1

1.6

9.3

4.3

0% 25% 50% 75% 100%

3年以内
（2008年～）

3～5年以内
（2005～2007年）

5～10年以内
（2000～2004年）

11年以上前
（1999年以前）

無回答

 
 
 
 
 
 
 



問９-１． 貴団体の活動はどのくらいの頻度で行われていますか。次の中からあてはまる 

    ものを 1 つ選び○を付けてください。 

 

 
 

週に1～3日
12.0%

その他
5.9%

無回答
0.9%定期的には活動

していない
17.1%

週に4～6日
16.3%

 
 

 

 
月に1～3日

30.2%

毎日
17.7%

(N=560)

 

 

 

 

 

問 10． 貴団体では事務や打ち合わせ等を行う場所として主にどこを利用していますか。

次の中からあてはまるものを 1 つ選び○を付けてください。 

 

 

 
無回答
0.5% 理事などの自宅

13.9%

その他
11.8%

「あすみん」以外
の市の施設

8.8%

「あすみん」
13.2% 民間の

貸会議室
3.8%

市以外の
公的施設

1.8%

特に決まって
いない
9.5%

 

 

 

 専用事務所
36.8%

(N=560)

 

 

 

 

  

 

 

問 11． 現在、事務や打ち合わせ等を行っている場所に関して何か問題がありますか。次

の中からあてはまるものをすべて選び○を付けてください。 

 

 

17.1

13.4

12.3

11.3

3.8

55.2

0 30

事務所経費などの負担が重い

利用できるスペースが狭い

定期的に使える場所がない

混雑して利用できない時がある

その他

特に問題はない

（％）

(N=560)
【回答はいくつでも】

60
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 団体資金の状況等について 

問 12．貴団体の直近 1 年間の総収入額はどれくらいですか。 

＊ 会費、寄付金、事業収入（委託費などを含む）、補助金など、団体として受け取ったす

べての収入の合計額を記入してください。  

 

10.4

11.4

4.3

10.2

8.8

11.6

5.0

8.4

7.9

2.0

2.7

17.5

0 10 2

10万円未満

10～30万円未満

30～50万円未満

50～100万円未満

100～200万円未満

200～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～2,000万円未満

2,000～5,000万円未満

5,000万～1億円未満

1億円以上

無回答

（％）

(N=560)
【回答は１つだけ】

0

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13．貴団体の収入源の大まかな構成比を記入してください。 

 

 ≪収入源の内訳≫ 

67.0

53.8

40.7

24.1

20.9

0 35

会費

事業収入

寄付金

補助金

その他

（％）

(N=560)
【回答はいくつでも】

70

 
 
 
 
 
 
 
  

 ≪各収入源の構成比≫ 

 

30.9

42.5

12.6

23.0

52.1

17.9

23.7

17.3

24.4

20.5

8.8

9.2

10.0

10.4

7.7

6.9

6.1

11.6

11.9

6.8

14.7

36.2

26.7

7.7

20.8

8.3

12.3

3.7

5.1

10.1

0% 25% 50% 75% 100%

会費　（N=375)

寄付金　（N=228)

事業収入　（N=301)

補助金　（N=135)

その他　（N=117)

10％未満 10～
30％未満

30～
50％未満

50～
70％未満

70～
100％未満

100%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



問 14． 直近３年間の収入動向についておたずねします。項目ごとにあてはまるものを 1

つずつ選び○を付けてください。 

 

29.6

28.1

23.3

23.7

9.4

11.7

13.6

32.6

18.5

12.0

37.9

20.6

19.3

24.4

16.2

14.4

30.3

19.9

25.2

17.1

6.4

5.0

8.1

45.3

7.5

0% 25% 50% 75% 100%

会費　（N=375)

寄付金　（N=228)

事業収入　（N=301)

補助金　（N=135)

その他　（N=117)

減った 増えた 変わらない 年によって違い、一定していない 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15． 貴団体の資金面における課題としてどのようなことがありますか。次の中から

あてはまるものをすべて選び○を付けてください。 

 

 
会費や寄付金を増やしたいが、十分な取組みができていない

事業収入を得るための収益事業が十分にできていない

補助金・助成金が獲得できない

補助金・助成金に関する情報が少ない

金融機関からの借り入れが難しい

その他

特に課題はない

50.9

41.1

29.1

19.1

7.7

3.9

18.2

0 30 6

(N=560)
【回答はいくつでも】

0 （％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16． 活動資金獲得のために、特に取り組まれていることがありましたら、具体的に記

入してください。 

 

 

 
 
 
 

 



≪福岡市ＮＰＯ活動支援基金について≫  

問 17． 福岡市では、個人や企業からいただいた寄付金をもとにＮＰＯ法人が行う公益的

な事業に対し補助を行う「福岡市ＮＰＯ活動支援基金（愛称：あすみん夢ファンド）」

を運用しています。貴団体は、この寄付を原資とした補助金事業を知っていました

か。次の中からあてはまるものを 1 つ選び○を付けてください。 

 

 無回答
2.7%

知らなかった
57.5%

知っていた
39.8%

(N=560)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 18． この寄付を原資とした補助金事業を通じて、より多くのＮＰＯ法人の活動を支援

するために、今後どのようなことが必要だと思いますか。次の中からあてはまるも

のをすべて選び○を付けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

より多くの法人に助成できるよう、事業費に占める補助金の
割合について、上限を設定する

ＮＰＯ法人自らが寄付を集めることを推奨する仕組みにする

補助金の原資となる寄付を増やすため、ＮＰＯ法人自らが寄
付を集める

その他

補助金の原資となる寄付を増やすため、制度の周知と広報
を徹底する

NPO法人の経営基盤強化にも活用できるように、補助金の
使途を緩和して、団体の経常経費にも充てられるようにする

制度やＮＰＯ法人の活動の意義を周知するため、補助金を
受けて行うNPO法人の事業について、積極的にＰＲをする

より多くの法人に助成できるよう、同一団体への助成回数を
制限する

52.7

41.4

30.2

17.7

12.1

12.0

8.2

7.7

0 30

(N=560)
【回答はいくつでも】

60（％）



 
 

 情報発信について 

問 19． 貴団体では独自のホームページを開設していますか。次の中からあてはまるもの

を 1 つ選び○を付けてください。 
 

 無回答
1.1% 

 

 

開設して
いない
39.3%

 
開設

している
59.6%

(N=560)

 

 

 

 

 

 

（問 19 で２．と答えた団体におたずねします） 

付問１． 独自のホームページを開設していない理由は何ですか。次の中から最もあ

てはまるものを 1 つ選び○を付けてください。 
 

ホームページを
作成する費用が

ない
24.5%

無回答
1.8%

その他
10.9%

現在の環境で十
分情報発信でき

ている
4.5%

ホームページを
更新できるスタッ

フがいない
11.8%

ホームページの
作成や運営の時
間的余裕がない

27.7%

団体独自のホー
ムページを作る
必要性を感じな

い
18.6%

(N=220)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問 20．貴団体の情報発信における課題がありましたら、具体的に記入してください。 

 



 

 

 共働の実態や課題等について 

問 21． 貴団体では地域、行政、企業、大学等と一緒になって取り組んでいる事業があり

ますか。次の中で、直近一年間に取り組んだ事例をすべて選び○をつけてください。

また、選んだ事例ごとにその相手方として、あてはまるものをすべて選び○を付け

てください。                  
      

 

30.7

27.0

25.9

25.4

17.5

9.8

4.6

5.7

0 20 40（％）

(N=560)
【回答はいくつでも】

 共催で事業を実施した

補助や助成を受けた

定期的に情報交換を行った

事業の委託等を受けた

審議会や委員会等に参加した

企画提案が採用され、実行委員会を組織し事業を行った

指定管理や運営委託などで、施設の管理運営を行った

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
地　域

行　政

企　業

大　学

ＮＰＯ

その他

地　域

行　政

企　業

大　学

ＮＰＯ

その他

5．定期的に情報交換
を行った

6．指定管理や運営委託
などで施設の管理運営

を行った

7．審議会や委員会等に
参加した

8．その他

1．補助や助成を受けた 2．事業の委託等を受けた 3．共催で事業を実施した
4．企画提案が採用され

実行委員会を組織し
事業を行った

6.6

56.3

28.5

1.3

2.6

27.8

0 35 70

21.1

64.1

20.4

8.5

5.6

12.7

0 35 70

19.8

36.6

25.0

16.9

27.3

20.3

0 35 70

21.8

58.2

16.4

12.7

14.5

14.5

0 35 70

26.9

37.9

21.4

24.8

33.8

26.2

0 35 70

3.8

53.8

15.4

3.8

19.2

19.2

0 35 70

16.3

8.2

8.2

16.3

15.3

69.4

0 35 70

15.6

31.3

18.8

15.6

3.1

31.3

0 35 70

（％）

（％）

（N=151）

【回答はいくつでも】

（N=142） （N=172） （N=55）

（N=145） （N=26） （N=98） （N=32）



（問 21 で１～８の取り組みに１つでも○をつけた団体におたずねします） 

付問１． 直近１年間で取り組んだ項目のうち主要な取り組みを１つ選び、番号を下の  

内に記入し、その内容を差し支えない範囲で具体的に記入してください。 

 

 

事業の委託等を受けた

共催で事業を実施した

補助や助成を受けた

定期的に情報交換を行った

企画提案が採用され、実行委員会を組織し事業を行った

指定管理や運営委託などで、施設の管理運営を行った

審議会や委員会等に参加した

その他

無回答

26.5

20.1

14.0

10.5

4.4

3.2

2.0

5.0

14.3

0 15

(N=343)
【回答は１つだけ】

30（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22． 貴団体が今後、一緒になって事業に取り組んでいきたい相手方はどこですか。次

の中からあてはまるものをすべて選び○を付けてください。 

 

 

行　政

企　業

大　学

ＮＰＯ

自治会・町内会

自治協議会

その他

57.3

42.9

33.4

28.2

26.4

14.1

12.9

0 30

(N=560)
【回答はいくつでも】

60（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪行政と事業を実施したことがある団体におたずねします≫  

問 23． 行政と一緒に委託、補助、共催、後援名義申請などの事業を行う上で何か問題が

ありましたか。次の中からあてはまるものをすべて選び○を付けてください。 

 

 

申請や実施、精算などの手続きが煩雑だった

団体の負担が大きかった

実施にあたって、職員の理解や協力が不足していた

行政の指示・指導が実態にあっていなかった

実施にあたって行政の関与が少なすぎた

申請や実施のやり方がわかりにくかった

実施にあたって行政との調整が難航した

申請や相談の窓口がわかりにくかった

実施にあたって行政の関与が多すぎた

その他

特に問題はなかった

22.8

12.1

10.2

8.8

7.4

7.0

7.0

4.7

4.7

6.0

29.8

0 15 （％）

(N=215)
【回答はいくつでも】

30

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪すべての団体におたずねします≫ 

問 24． 市では、ＮＰＯからの事業提案に基づき採択された事業について、事業実施団体

と市担当課で実行委員会を組織し、企画段階からＮＰＯと市が対等な立場で意思疎

通を図りながら事業に取り組む「福岡市共働事業提案制度」を実施しています。 

    貴団体は、この事業を知っていましたか。次の中からあてはまるものを 1 つ選び

○を付けてください。 

 

 無回答
2.0%

知っていたし、
応募した

10.4% 

 

 

 
知っていた
が、応募

しなかった
38.0%

知らな
かった
49.6%

(N=560)

 

 

 

 

 

 



（問 24 で１．または２．と答えた団体におたずねします） 

付問１． 「福岡市共働事業提案制度」について、今後改善したほうがよい点として 

    どのようなことが考えられますか。次の中からあてはまるものをすべて選び 

    ○を付けてください。 

 

 

応募時や事業実施時に提出する資料を簡素化する

経費の使途をより自由にする

団体の事業費負担を引き下げる

市とＮＰＯとの意思疎通を深める

ＮＰＯや共働について、市職員の理解を深める

１事業あたりの市負担額の上限を引き上げる

市側の実施体制を強化する

事業を通じて得られた成果物の帰属をＮＰＯ団体とする

その他

33.9

31.4

30.3

24.7

21.4

14.4

12.2

11.8

9.2

0 20

(N=271)
【回答はいくつでも】

40（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問 24 で２．と答えた団体におたずねします） 

付問２． 貴団体が「福岡市共働事業提案制度」に応募しなかった理由は何ですか。

次の中から最もあてはまるものを 1 つ選び○を付けてください。 

 

 

団体独自の活動が忙しかったから

団体の活動内容が市との共働事業になじまないから

支援金額に比べて手続きが煩雑そうだったから

事業負担金を捻出できなかったから

市と共働を行うための組織運営能力が不足していたから

行政主導の事業に見えたから

事業資金の使途に制約が多かったから

申請から事業実施まで１年間もかかるから

市と共働を行うための専門知識やノウハウがなかったから

団体が負担金を出す実行委員会方式に賛同できないから

事業期間が短かったから

その他

特に理由はない

無回答

18.3

17.8

6.6

6.1

5.6

4.7

3.3

2.8

2.8

1.9

0.9

5.6

7.5

16.0

0 10 （％）

(N=213)
【回答は1つだけ】

20
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 



問 25.  ＮＰＯが市に対して事業の企画を提案し、ＮＰＯと市が一緒に事業を実施する取

組みを、今後も推進するべきだと思いますか。次の中からあてはまるものを 1 つ選

び○を付けてください。 

 

 どちらかといえ
ば、推進するべ

きではない
1.3%

推進するべきで
はない
1.1%

どちらかといえ
ば、推進するべ

きだ
22.9%

どちらでもない
13.6%

無回答
7.5%

 

 

 

 
推進する
べきだ
53.8%

(N=560)

 

 

 

 

 

 

 
 

 行政への要望等について 

問 26． 市民公益活動を推進していくために、市として、今後どのような施策が必要だと

思いますか。次の中から特に必要と思うものを５つまで選び○を付けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ活動に対する補助金

市の広報媒体を通じた個々のＮＰＯ活動の情報発信

活動や情報交換の拠点となる場所の確保

ＮＰＯが市に対して、事業の企画提案をして実施できる仕組み

ＮＰＯと自治会等の地域との橋渡し

後援申請などの行政手続きの簡素化・明瞭化

ＮＰＯとボランティア希望者を繋ぐ仕組み

活動に必要な備品や機材の提供

ＮＰＯの人件費等をフルコストで積算した契約の仕組み

市の委託発注等においてＮＰＯを優遇する仕組み

ＮＰＯや共働に関する研修など、市職員の意識啓発をする仕組み

ＮＰＯの法人経営や事業戦略に関する研修

学校における市民公益活動に関する教育

情報発信や広報に関する研修の実施

その他

49.5

31.6

29.5

27.3

24.8

23.6

22.3

22.0

18.2

18.2

12.3

12.0

12.0

7.0

2.1

0 25 5

(N=560)
【回答は５つまで】

0 （％）

 

最後に、ご意見等がありましたら自由に記入してください。 

 
 
 
 



問1

965人 118人 12.2% 1  共働の考え方や取り組みの内容など、詳しく知っている
（回答人数） 523人 54.2% 2  おおよそは知っている

280人 29.0% 3  聞いたことはあるが、内容はよく知らない
44人 4.6% 4  知らない

問2

968人 417人 43.1% 1  ある （→問3へお進みください）
（回答人数） 551人 56.9% 2  ない　 （→問4へお進みください）

問3

417人 231人 55.4% 1  会員や役員など組織の一員として参加した
（回答人数） 191人 45.8% 2  上記以外のボランティアとして参加した

35人 8.4% 3  活動に賛同して寄付をした

11人 2.6% 4  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問4

550人 362人 65.8% 1  きっかけや機会がなかった
（回答人数） 181人 32.9% 2  活動に関する情報がなかった

156人 28.4% 3  活動に参加する時間がなかった

132人 24.0% 4  身近に参加したいと思う活動がなかった

111人 20.2% 5  活動に関心がない

79人 14.4% 6  一緒に参加する仲間がいなかった

68人 12.4% 7  人間関係が面倒だから

32人 5.8% 8  健康上の理由

6人 1.1% 9  家庭など周囲（職場以外）の理解が得られなかった

2人 0.4% 10  職場の理解が得られなかった

13人 2.4% 11  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問5
964人 55人 5.7% 1  よく知っている。

（回答人数） 452人 46.9% 2  おおよそは知っている。
429人 44.5% 3  あまり知らない。
28人 2.9% 4  全く知らない。

（問2で「ある」を選択した方へ）どのような形態で参加しましたか。【すべて選択】→回答後問5へお進みください

市とＮＰＯとの共働について

あなたは、過去１年間に、NPO・ボランティアなどの市民公益活動（市民が自らの責任に基づき、自主的かつ自発的に行う営利を目的
としない活動。自治協議会、自治会・町内会などの自治組織の活動も含みます。）に参加したことがありますか。【１つ選択】

（問2で「ない」を選択した方へ）活動に参加しなかった理由は何ですか。【すべて選択】

あなたは、ＮＰＯのことをどの程度知っていますか。【１つ選択】

＜ 調査の概要 ＞
・調査目的：「ＮＰＯ」や「コミュニティ」、「共働」に関する職員の意識の現状を把握すること。
・実施時期：平成22年11月22日から平成22年12月7日まで
・実施方法：全庁ＯＡ上で実施
・調査対象：福岡市職員（全員）
・回答件数：987件

ボランティア活動について

あなたは、本市が「共働」を推進していることを知っていますか。（共働：市民、コミュニティ、ＮＰＯ、企業、大学、行政などあらゆる主体
が、お互いの役割と責任を認め合い、知恵や力をあわせ、共に汗して取り組み、行動すること）【１つ選択】

ない
56.9%

ある
43.1%

知らない
4.6%

聞いたこと
はあるが、
内容はよく
知らない

29.0%
おおよそ
は知って

いる
54.2%

共働の考
え方や取
り組みの

内容など、
詳しく知っ

ている
12.2%

231人

191人

35人

11人

人 50人 100人 150人 200人 250人

1

2

3

4

362人

181人

156人

132人

111人

79人

68人
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6人

2人

13人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人

1
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よく知って
いる。
5.7%

全く知らな
い。
2.9%
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ない。
44.5%
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いる。
46.9%

知っている
15.7%

あまり知ら
ない
73.1%

よく知ってい
る

8.0%

全く知らな
い

3.1%

共働に関する職員アンケート 資料５－３

H22年度H19年度



問6

969人 226人 23.3% 1  共働した経験がある　 （→問7～問11へお進みください）
（回答人数） 743人 76.7% 2  共働した経験はない　 （→問12へお進みください）

問7
226人 73人 32.3% 1  まちづくりの推進

（回答人数） 71人 31.4% 2  環境の保全
44人 19.5% 3  子どもの健全育成
39人 17.3% 4  保健、医療又は福祉の増進
34人 15.0% 5  学術、文化、芸術又はスポーツの振興
25人 11.1% 6  地域安全
18人 8.0% 7  社会教育の推進
17人 7.5% 8  男女共同参画社会の形成の促進
12人 5.3% 9  人権の擁護又は平和の推進
11人 4.9% 10  経済活動の活性化
9人 4.0% 11  国際協力
9人 4.0% 12  災害救援
5人 2.2% 13  消費者の保護
3人 1.3% 14  情報化社会の発展
3人 1.3% 15  科学技術の振興
2人 0.9% 16  職業能力の開発又は雇用機会の拡充支援

16人 7.1% 17  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問8 （問6で「共働した経験がある」を選択した方へ）NPOと共働した手法は何ですか。【すべて選択】
224人 87人 38.8% 1  ＮＰＯと共催で事業を実施した

（回答人数） 75人 33.5% 2  ＮＰＯに事業を委託した
71人 31.7% 3  ＮＰＯの事業に後援を行った
67人 29.9% 4  ＮＰＯと実行委員会・協議会等を組織して事業を実施した
65人 29.0% 5  ＮＰＯに助成金・補助金を交付した
64人 28.6% 6  ＮＰＯの事業の広報を支援した（市政だよりへの掲示やチラシの配架など）
56人 25.0% 7  ＮＰＯと市で、情報交換・情報提供を行い、事業に活用した
36人 16.1% 8  ＮＰＯに物的支援を行った（場所や備品の提供など）
11人 4.9% 9  ＮＰＯに施設の指定管理や運営を委託した
10人 4.5% 10  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問9

222人 111人 50.0% 1  人脈が広がり、役に立った
（回答人数） 105人 47.3% 2  事業内容（サービス内容）の充実が図れた

98人 44.1% 3  ＮＰＯの活動の活性化につながった
31人 14.0% 4  経費の削減が図れた
30人 13.5% 5  市職員の業務負担が軽減された
16人 7.2% 6  成果として感じたことは特になかった
14人 6.3% 7  既存事業の見直しが図れた
9人 4.1% 8  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問10

221人 75人 33.9% 1  ＮＰＯ側の運営力・組織力が不足していた
（回答人数） 63人 28.5% 2  ＮＰＯの行政への依存度が大きかった

61人 27.6% 3  不満に感じたことは特になかった
43人 19.5% 4  手間がかかり、面倒であった
42人 19.0% 5  ＮＰＯの責任の所在が不明確だった
21人 9.5% 6  事業が漫然と長期化していた
20人 9.0% 7  ＮＰＯに行政の仕組みや立場を理解してもらえなかった
14人 6.3% 8  事業内容（サービス内容）の向上につながらなかった
12人 5.4% 9  ＮＰＯの活動の活性化につながらなかった
16人 7.2% 10  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（問6で「共働した経験がある」を選択した方へ）NPOと共働した分野は何ですか。【すべて選択】

あなたは、これまで担当してきた業務でNPOと共働した経験はありますか。
（問6～問17までの共働は、例えばＮＰＯへの事業委託、助成金・補助金、実行委員会・協議会、共催、後援等の共働の手法を全て含
むものです。）【１つ選択】

（問6で「共働した経験がある」を選択した方へ）NPOとの共働で、成果として感じたことは何ですか。【すべて選択】

（問6で「共働した経験がある」を選択した方へ）NPOとの共働で、課題として感じたことは何ですか。【すべて選択】
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る
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経験はな

い
76.7%
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71人
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8
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30人
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い
86.1%

H19年度



問11

221人 63人 28.5% 1  積極的に共働していきたい
（回答人数） 118人 53.4% 2  どちらかといえば、共働していきたい

31人 14.0% 3  どちらでもない
8人 3.6% 4  どちらかといえば、共働したくない
1人 0.5% 5  共働したくない

問12
726人 474人 65.3% 1  共働に相応しい事業がなかったため

（回答人数） 166人 22.9% 2  共働の必要性を感じなかったため
130人 17.9% 3  ＮＰＯのことがよくわからなかったため
93人 12.8% 4  ＮＰＯとの共働の手法やプロセスが分からなったため
61人 8.4% 5  前例がなかったため
51人 7.0% 6  信頼できるＮＰＯの判断基準がなかったため
38人 5.2% 7  課題解決に対応できる適当なNPOがいなかったため
4人 0.6% 8  上司や職場の理解が得られなかったため

35人 4.8% 9  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問13

958人 545人 56.9% 1  そう思う　 （→問14、問15へお進みください）
（回答人数） 61人 6.4% 2  そう思わない　 （→問16へお進みください）

352人 36.7% 3  分からない　 （→問17へお進みください）

問14

532人 325人 61.1% 1  行政だけでは対応できないので
（回答人数） 313人 58.8% 2  行政が一方的に市民サービスを提供する時代ではないため

244人 45.9% 3  新たな課題の発見など、公共サービスの転換が期待できるので
227人 42.7% 4  きめ細やかな市民サービスの提供が期待できるので
222人 41.7% 5  市民の社会参画につながるので
144人 27.1% 6  行政の財政負担の軽減につながるので
123人 23.1% 7  行政の既存事業の見直しが進むので
96人 18.0% 8  ＮＰＯの活動の支援につながるので
7人 1.3% 9  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（問13で「そう思う」を選択した方へ）ＮＰＯとの共働を推進していく必要性があると思う理由は何ですか。【すべて選択】

（すべての方におたずねします）これからの行政運営において、ＮＰＯとの共働を推進していく必要性があると思いますか。【１つ選択】

（問6で「共働した経験はない」を選択した方へ）NPOと共働しなかった理由は何ですか。【すべて選択】

（問6で「共働した経験がある」を選択した方へ）あなたは、今後もNPOと共働していきたいと思いますか。【１つ選択】→回答後問13へ
お進みください
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問15

532人 312人 58.6% 1  専門知識やノウハウの蓄積など、専門性の向上
（回答人数） 251人 47.2% 2  組織体制、財政基盤の強化

236人 44.4% 3  事務処理能力、企画力などの向上
207人 38.9% 4  組織体制、団体運営、活動に関する情報公開の充実
187人 35.2% 5  市の組織や仕組みについての理解
11人 2.1% 6  特にない
15人 2.8% 7  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問16

57人 41人 71.9% 1  ＮＰＯの実態、実力が分からず信頼性に欠ける
（回答人数） 17人 29.8% 2  事務処理が煩雑となる

10人 17.5% 3  行政だけで対応できる
7人 12.3% 4  市民の理解が得にくい

13人 22.8% 5  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問17

945人 599人 63.4% 1  ＮＰＯの実態や情報が分かる仕組みづくり
（回答人数） 356人 37.7% 2  共働事例情報の共有

300人 31.7% 3  ＮＰＯを客観的に評価する指標の提示
293人 31.0% 4  共働の指針、ガイドライン、マニュアル等の整備
247人 26.1% 5  ＮＰＯの育成・強化
225人 23.8% 6  共働について相談できるアドバイザーを庁内に配置
190人 20.1% 7  職員とＮＰＯとの意見交換会の開催
175人 18.5% 8  職員研修の実施
165人 17.5% 9  共働に要する人員配置
148人 15.7% 10  共働に取り組む職員のやる気を喚起する仕組みづくり
69人 7.3% 11  全局毎に共働相談窓口を設置
44人 4.7% 12  特にない
29人 3.1% 13  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問18

961人 241人 25.1% 1  知っている　 （→問19へお進みください）
（回答人数） 316人 32.9% 2  聞いたことはあるが、内容はよく知らない（→問20へお進みください）

404人 42.0% 3  知らない （→問20へお進みください）

問19
238人 29人 12.2% 1  成果がでている

（回答人数） 117人 49.2% 2  どちらかといえば、成果がでている
74人 31.1% 3  どちらでもない
12人 5.0% 4  どちらかといえば、成果がでていない
6人 2.5% 5  成果がでていない

共働事業提案制度について

（問13で「そう思う」を選択した方へ）NPOと行政の共働を、より進めるために、NPOに期待することは何ですか。【すべて選択】→回答
後問17へお進みください

（問13で「そう思わない」を選択した方へ）NPOとの共働を推進していく必要性がないと思う理由は何ですか。【すべて選択】

（すべての方におたずねします）ＮＰＯとの共働を推進していくために、市として取り組むべきだと思うことは何ですか。【すべて選択】

（問18で「知っている」を選択した方へ） 共働事業提案制度は成果をあげていると思いますか？【１つ選択】

あなたは、共働事業提案制度を知っていますか。（本市ではＮＰＯからの事業提案に基づき採択された事業について、事業実施団体
と市担当課で実行委員会を組織し、企画段階からＮＰＯと市が対等な立場で意思疎通を図りながら事業に取り組む「福岡市共働事業
提案制度」を実施しています。）【１つ選択】
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問20
952人 167人 17.5% 1  推進するべきだ

（回答人数） 420人 44.1% 2  どちらかといえば、推進するべきだ
330人 34.7% 3  どちらでもない
21人 2.2% 4  どちらかといえば、推進するべきでない
14人 1.5% 5  推進するべきでない

問21
959人 191人 19.9% 1  自治協議会の運営や活動内容など、詳しく知っている

（回答人数） 495人 51.6% 2  おおよそは知っている
205人 21.4% 3  聞いたことはあるが、内容はよく知らない
68人 7.1% 4  知らない

問22

567人 83人 14.6% 1  推進している事項など、詳しく知っている
（回答人数） 318人 56.1% 2  おおよそは知っている

83人 14.6% 3  聞いたことはあるが、内容はよく知らない
83人 14.6% 4  知らない

問23

957人 140人 14.6% 1  よく参加している
（回答人数） 238人 24.9% 2  時々参加している

202人 21.1% 3  あまり参加したことがない
377人 39.4% 4  参加したことがない

問24
962人 116人 12.1% 1  １８～２９歳

（回答人数） 282人 29.3% 2  ３０～３９歳
252人 26.2% 3  ４０～４９歳
312人 32.4% 4  ５０歳以上

問25
959人 560人 58.4% 1  係員

（回答人数） 312人 32.5% 2  係長
65人 6.8% 3  課長
17人 1.8% 4  部長
5人 0.5% 5  局長以上

あなたの役職を教えてください。【１つ選択】

ご自身について

本市のコミュニティ施策、職場外での地域活動への参加経験について

あなたは、過去2年間において、お住まいの地域で、住民が主体となって行っている活動（地域活動）に参加したことがありますか。【１
つ選択】

（すべての方におたずねします）今後も共働事業提案制度を推進するべきだと思いますか？【１つ選択】

あなたは「自治協議会制度」について知っていますか。【１つ選択】

あなたの年齢を教えてください。【１つ選択】

あなたは、本市が「福岡市『コミュニティとの共働』推進本部」を設置していることを知っていますか。【１つ選択】
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平成 23 年度税制改正大綱（抜粋） 
平成22 年12 月16 日 

（ 閣 議 決 定 ） 

 

第２章 各主要課題の平成23 年度での取組み 
 

７．市民公益税制 

 

（１）基本的な考え方 

「新しい公共」によって支え合う社会の実現に向けて、特定非営利活動法

人（以下「ＮＰＯ法人」といいます。）をはじめとする、市民が参画する様々

な「新しい公共」の担い手を支える環境を税制面から支援することとします。 

 

（２）改革の取組み 

① 所得税の税額控除制度の導入 

認定ＮＰＯ法人への寄附について、草の根の寄附を促進するため、所得税に

おいて新たに税額控除を導入し、所得控除との選択制とします。 

その際、寄附がチャリティの精神に基づくものであるという点にも留意しつ

つ、寄附者と政府が併せて支援するとの考えの下、所得税と個人住民税で合わ

せて50％までの税額控除を可能とすることとします。 

また、公益社団法人、公益財団法人、学校法人、社会福祉法人及び更生保護

法人についても、草の根の寄附を必要とする「新しい公共」の担い手として、

市民との関わり合いが強く、かつ、運営の透明性が確保されている法人を税額

控除の対象とします。いずれも、平成23年分から適用します。 

なお、認定ＮＰＯ法人以外の法人への寄附に係る税額控除については、制度

導入後、どの程度の数の法人が税額控除の対象となっているかの実績を検証し、

必要に応じて、各法人の特性を踏まえた要件等の見直しを検討します。 

 

② 認定ＮＰＯ法人制度の見直し 

後述の新認定法に基づく新たな認定制度が施行されるまでの間の対応として、

事業収入の多いＮＰＯ法人でも、幅広く市民の支持を得ているのであれば認定

を受けられるよう、パブリック・サポート・テスト要件に一定金額以上の寄附

者の絶対数で判定する方式を導入し、現行の判定方式との選択制とするなど、

認定要件の見直しの一部の措置を講ずることとします。 

併せて、適切な税制上の事後的是正措置を整備する観点から、認定ＮＰＯ法

人のみなし寄附金について、認定取消しがあった場合には、取消しの原因とな

る事実のあった事業年度まで遡った取戻し課税を行うこととします。 

 

③ 新認定法に基づく新たな認定制度 

「新しい公共」の枢要な担い手となるＮＰＯ法人の健全な発展のための環境

整備を図るため、新たな法律又は改正特定非営利活動促進法（以下「新認定法」



といいます。）により新たな認定制度を整備することとします。このため、内

閣府は、関係省庁の協力を得て、新たな認定制度等について、地方団体と協議

を行い、その協議を整えた上で、平成24 年４月から開始されるよう、次期通常

国会において所要の法整備が行われることを目指します。 

新認定法に基づく新たな認定制度が、「認定の間口は広く、事後チェックを

しっかりやる」との考え方の下、次のイのようなものとして整備された場合に

は、ロの税制上の措置を講ずることとします（「市民公益税制ＰＴ報告書」を

参照）。 

 

イ  新たな認定制度 

(ｲ) 地域のことは地域に住む住民が自ら決めるとの理念の下、認定事務を国

税庁からＮＰＯ法人を認証した地方団体に移管します。 

(ﾛ) 「新しい公共」の枢要な担い手となるＮＰＯ法人の設立初期の活動を支

援するため、設立後５年以内のＮＰＯ法人がＰＳＴ要件以外の認定要件

を満たす場合に、「仮認定」を受けることができる制度を導入します。 

(ﾊ) 新たな認定制度において本認定を受けた法人（以下「新認定法人」とい

います。）について、名称の独占その他必要な支援措置を整備します。 

(ﾆ) 新認定法人の適正な運営を確保する観点から、適正を欠く運営が認めら

れた場合に、現行のように直ちに認定取消しをするのでなく、事案に応

じた段階的な監督の枠組みを設けます。 

 

ロ 新たな認定制度の下での税制措置 

(ｲ) 新認定法人については、現行と同様の認定基準等が設けられることを前

提として、現行の認定ＮＰＯ法人と同様に、寄附金控除やみなし寄附金制

度の適用を認めることとします。「仮認定」を受けたＮＰＯ法人は、寄附

金控除の対象とします。 

(ﾛ) 新認定法人のみなし寄附金の損金算入限度額について、社会福祉法人等

と同等の監督規定等が整備される場合には、社会福祉法人等と同等の限度

額（所得金額の50％又は200 万円のいずれか大きい金額）に引き上げる措

置を講じます。 

 

④ 地域において活動するＮＰＯ法人等の支援（個人住民税）地域において活

動するＮＰＯ法人を支援するため、控除対象寄附金の拡大を行います。 

また、「ふるさと寄附金」を活用してＮＰＯ法人等への支援を促進するた

め、控除対象寄附金の取扱いを明らかにすることを通じて寄附しやすい環境

を整備します。 

さらに、寄附文化の裾野を広げるため、寄附金税額控除の適用下限額の引

下げを行います。 



第３章 平成 23 年度税制改正 
 

６．市民公益税制 

〔国税〕 

（１）所得税の税額控除制度の導入 

認定特定非営利活動法人（以下「認定ＮＰＯ法人」といいます。）及-100- 

び公益社団法人等への寄附について、次のとおり、税額控除制度を導入しま

す。 

① 認定ＮＰＯ法人に寄附をした場合の所得税額の特別控除個人が、各年にお

いて支出した認定ＮＰＯ法人に対する寄附金（総所得金額等の40％相当額を

限度）で、その寄附金の額が2,000 円を超える場合には、所得控除との選択

により、その超える金額の40％相当額（所得税額の25％相当額を限度）をそ

の者のその年分の所得税額から控除します。 

（注１）税額控除限度額（所得税額の25％相当額）は、公益社団法人等寄附金

税額控除と合わせて判定します（政党等寄附金税額控除の税額控除限度額は

別枠で判定します。）。 

控除対象寄附金額（総所得金額等の40％相当額）及び控除適用下限額（2,000 

円）は、現行の寄附金控除（所得控除）並びに政党等寄附金税額控除及び公

益社団法人等寄附金税額控除の寄附金と合わせて判定します。 

（注２）個人が、その年分の寄附金につき、上記の税額控除の適用を受けよう

とするときは、当該寄附金の明細書並びに当該寄附金を受領した旨、当該

寄附金が当該認定ＮＰＯ法人の主たる目的である業務に関連する寄附金で

ある旨、当該寄附金の額及びその受領した年月日を証する書類を確定申告

書に添付し、又は確定申告書の提出の際提示しなければならないこととし

ます。 

（注３）上記の改正は、平成23 年分以後の所得税について適用します。 

 

② 公益社団法人等に寄附をした場合の所得税額の特別控除 

個人が、各年において支出した公益社団法人、公益財団法人、学校法人、社

会福祉法人又は更生保護法人（現行の寄附金控除（所得控除）の対象となっ

ている法人に限ります。）のうち、次に掲げる要件を満たすもの（以下「税

額控除対象法人」といいます。）に対する寄附金（総所得金額等の40％相当

額を限度）で、その寄附金の額が2,000円を超える場合には、所得控除との選

択により、その超える金額の40％相当額（所得税額の25％相当額を限度）を

その者のその年分の所得税額から控除します。 

イ 認定ＮＰＯ法人の認定要件であるパブリック・サポート・テスト（以下「Ｐ

ＳＴ」といいます。）と同様の要件（下記（２）①イの新たに導入される

絶対数により判定する方式を含みます。） 

ロ 認定ＮＰＯ法人の認定要件と同程度の情報公開に関する要件 

（注１）税額控除限度額（所得税額の25％相当額）、控除対象寄附金額（総所

得金額等の40％相当額）及び控除適用下限額（2,000 円）は、上記①（注

１）に準じた方法で判定します。 



（注２）個人が、その年分の寄附金につき、上記の税額控除の適用を受けよう

とするときは、当該寄附金の明細書及び次の書類を確定申告書に添付し、

又は確定申告書の提出の際提示しなければならないこととします。 

① 当該寄附金を受領した旨、当該寄附金が当該法人の主たる目的である

業務に関連する寄附金である旨、当該寄附金の額及びその受領した年月

日を証する書類 

② 所轄庁の当該法人が税額控除対象法人であることを証する書類の写し 

（注３）上記の改正は、平成23 年分以後の所得税について適用します。 

 

（２）認定ＮＰＯ法人制度の見直し 

① 認定要件について、次の見直しを行います。 

イ ＰＳＴ要件について、現行の判定方式との選択制で、絶対数により判

定する方式を導入します。絶対数の具体的水準については、「各事業年

度中の寄附金の額が3,000 円以上である寄附者の数の実績判定期間内の

合計数が年平均100 人以上であること」とします。 

（注）寄附者の数は、寄附者本人と生計を一にする者を含めて一人として判定

し、その役員である寄附者を除きます。なお、寄附者が不明な寄附金は対

象外とします。 

ロ 都道府県又は市区町村が、その域内に事務所を有する特定非営利活動法人

（以下「ＮＰＯ法人」といいます。）のうち、条例において個人住民税の寄

附金税額控除の対象として個別に指定したものは、ＰＳＴ要件を満たすもの

とします。また、このＮＰＯ法人は、「実績判定期間における共益的活動割

合が50％未満であること」の要件について、その対象となる共益的活動から

「便益の及ぶ者が地縁に基づく地域に居住する者等である活動」を除いて判

定することとします。 

ハ その他 

(ｲ) ＰＳＴ要件における総収入金額のうちに寄附金等収入金額の占める割合

の特例を廃止し、その割合を３分の１以上とする基準を５分の１以上とし

ます。 

(ﾛ) ＰＳＴ要件に係る小規模法人の特例（簡易な計算式で判定を行うことが

できる措置）について、適用期限の定めのない措置とします。 

(ﾊ) 初回の認定申請におけるＰＳＴ要件等の実績判定期間を２年（現行５年

又は経過措置として２年）とします。 

 

② 認定ＮＰＯ法人の認定が取り消された場合には、その取消しの原因となっ

た事実が生じた日を含む事業年度以後の各事業年度のみなし寄附金の額（収

益事業に属する資産のうちから収益事業以外の事業のために支出した金額）

の損金算入額の合計額について、その取消しの日を含む事業年度において取

戻し課税を行うこととします。 

（注）平成23 年４月１日以後に開始する事業年度に損金算入するみなし寄附金

について適用します。 

 



③ その他所要の措置を講じます。 

 

〔地方税〕 

（１）個人住民税の控除対象寄附金の拡大 

認定ＮＰＯ法人以外のＮＰＯ法人への寄附金であっても、都道府県又は市

区町村が条例において個別に指定することにより、個人住民税の寄附金税額

控除の対象とすることができるよう、以下の措置を講じます。 

① 寄附金税額控除の適用対象に、認定ＮＰＯ法人以外のＮＰＯ法人に対する

寄附金（特別の利益が寄附者に及ぶと認められるものを除きます。）のうち、

住民の福祉の増進に寄与する寄附金として都道府県又は市区町村が条例にお

いて指定したもの（以下「適用対象寄附金」といいます。）を追加します。

この場合、都道府県が条例において指定した適用対象寄附金に係る控除額に

ついては道府県民税から、市区町村が条例において指定した適用対象寄附金

に係る控除額については市町村民税からそれぞれ控除することとします。 

 

② 都道府県及び市区町村は、上記①の条例において、適用対象寄附金の募集

を行うＮＰＯ法人の名称及び主たる事務所の所在地を明らかにしなければな

らないこととします。 

 

③ 申告手続については、市区町村に申告書を提出することにより行うことと

します。 

 

④ 都道府県及び市区町村は、ＮＰＯ法人に対し、条例における指定又はその

取消し等の事務を行うために必要な調査ができることとします。 

 

⑤ 適用対象寄附金を募集するＮＰＯ法人は、各事業年度における寄附者名簿

を作成し、５年間保存しなければならないこととします。 

 

⑥ その他所要の措置を講じます。 

（注）上記①及び③の改正は、平成24 年度分以後の個人住民税について適用し

ます。 

 

（２）都道府県及び市区町村によるＮＰＯ法人等支援（「ふるさと寄附金」の

活用） 

個人が特定のＮＰＯ法人等へ助成することを希望した都道府県又は市区町

村に対する寄附金については、原則として「ふるさと寄附金」に該当するこ

ととします。ただし、個人が特定のＮＰＯ法人等へ助成することを条件とし、

当該条件が履行されない場合には返還義務の生ずるもの（負担付き寄附）を

除くこととします（この場合、所得税も同様の取扱いとします。）。 

また、この取扱いについて、都道府県及び市区町村に対する周知を行いま

す。 

 



（３）個人住民税の寄附金税額控除の適用下限額の引下げ寄附金税額控除の適

用下限額を２千円（現行５千円）に引き下げます。 

（注）上記の改正は、平成24 年度分以後の個人住民税について適用します。 
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はじめに 

 

平成 21 年 10 月の第 173 回国会における所信表明演説において、鳩山

前総理は「私が目指したいのは、人と人が支え合い、役に立ち合う「新

しい公共」の概念です。」と宣言した。これを踏まえ、平成 22 年度税制

改正大綱では、市民公益税制プロジェクト・チームを設置し、寄附税制

や公益活動を担う法人に係る税制等についてさらに検討し、４月末を目

途に成果を得ることとされた。 

 

これを受けて平成 22 年 1 月 28 日に設置された市民公益税制プロジェ

クト・チームは、「新しい公共」円卓会議とも連携しつつ、主として、寄

附優遇税制の拡充や認定特定非営利活動法人の認定基準の見直し等の

「新しい公共」に係る税制面の課題について計10回にわたり議論を行い、

中間報告書をとりまとめ、平成 22 年 4 月 8日の税制調査会において報告

した。 

 

その後、同プロジェクト・チームでは、中間報告書に示された改革の

方向性を踏まえ、平成 22 年 10 月 29 日から具体的な制度設計に関する議

論を再開した。具体的な制度設計の検討に当たっては、「新しい公共」推

進会議や民主党の「新しい公共」調査会からの提案・提言もできる限り

踏まえつつ、計４回の議論を行った。この報告は、本年１月以来の議論

の最終的な成果をとりまとめたものである。 

 

「新しい公共」が作り出す社会は「支え合いと活気がある社会」であ

る。特定非営利活動法人をはじめとする、市民が参画する様々な「新し

い公共」の担い手を支える環境を税制面から支援するこの報告書は、後

世から見て、“あの時”こそ、日本が「支え合いと活気がある社会」へと

変貌を遂げる転換点だったといわれうる内容を含むものである。 
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もとより税制は社会に変化をもたらす政策手段の一つに過ぎない。こ

の報告書を契機として、すべての人に居場所と出番があり、みなが人に

役に立つ歓びを大切にする、「新しい公共」によって支え合う社会の実現

に向けて、政府の努力はもとより、特定非営利活動法人自身も含め幅広

い関係者のなお一層の活躍を強く期待する。 

 

 

市民公益税制プロジェクト・チーム 
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１ 所得税の税額控除制度の導入 

（１）認定ＮＰＯ法人への寄附に係る税額控除の導入 

○ 認定ＮＰＯ法人（認定特定非営利活動法人。以下同じ。）への寄附

について、草の根の寄附を促進するため、所得税において新たに税額

控除（所得控除との選択制）を導入し、平成 23 年分から適用する。 

○ その際、寄附がチャリティの精神に基づくものであるという点にも

留意しつつ、寄附に対して政府もマッチングをするとの考えの下、所

得税と個人住民税で併せて 50％までの税額控除を可能とするため所

得税において寄附金額の 40％を控除（所得税額の 25％を限度）でき

ることとする。 

（注１）所得税の控除の対象となる寄附金額は、現行と同様、他の寄附

と合わせ、総所得金額の 40％を限度とする。 

（注２）控除限度額（所得税額の 25％）については、現行の政党等への

寄附に係る所得税の税額控除とは別枠とする。 

（注３）地方税は現行どおりの税額控除（個人住民税の控除の対象とな

る寄附金額：他の寄附と合わせ、総所得金額の 30％を限度。控除

率：都道府県（４％）と市区町村（６％）がともに条例で認定Ｎ

ＰＯ法人に対する寄附金を指定した場合に寄附金額の 10％。）。 

（２）認定ＮＰＯ法人以外の法人への寄附に係る税額控除の導入 

○ 認定ＮＰＯ法人以外の法人で税額控除の対象となる法人について

は、「新しい公共」を推進する観点から、草の根の寄附を必要とする

「新しい公共」の担い手であって、市民との関わり合いが強く、か

つ、運営の透明性が確保されている法人とする。 
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○ 具体的には、公益社団法人又は公益財団法人、学校法人、社会福

祉法人及び更生保護法人のうち、認定ＮＰＯ法人の認定要件である

パブリック・サポート・テスト（新たに導入される絶対値基準も含

む。）と同様の要件と情報公開の要件を満たすものに対する寄附金に

ついて、上記（１）と同様の税額控除を導入し、平成 23 年分から適

用する。 

○ なお、認定ＮＰＯ法人以外の法人への寄附に係る税額控除につい

ては、制度導入後、どの程度の数の法人が税額控除の対象となって

いるかの実績を検証し、必要に応じて、各法人の特性を踏まえた要

件等の見直しを検討することとする。 

 

２ 認定ＮＰＯ法人制度の見直し 

 ＮＰＯ法人に係る認定制度については、内閣府において、「新しい公

共」の枢要な担い手となるＮＰＯ法人の健全な発展のための必要な環境

整備を行うことを目的とした新たな法律（又はＮＰＯ法の改正）（以下

「新認定法」という。）により、新たな認定制度として整備されること

を目指す。 

ただし、「新しい公共」推進会議や「新しい公共」調査会の提言等を

踏まえ、新たな認定制度が施行されるまでの間の対応として、現行の認

定ＮＰＯ法人制度の認定基準の見直し等の一部について平成 23 年度か

ら税制上の措置を講ずることとする。 
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（１）平成 23 年度より税制上対応する措置 

  ① 認定要件の見直し 

  イ ＰＳＴ要件における絶対値基準の導入 

○ 現在のパブリック・サポート・テスト（以下「ＰＳＴ」とい

う。）の要件については、事業収入の多いＮＰＯ法人にはクリア

しにくいとの指摘がある。こうした指摘を踏まえ、事業収入の

多いＮＰＯ法人でも、幅広く市民の支持を得ているのであれば

認定を受けられるよう、ＰＳＴ要件に一定金額以上の寄附者の

絶対数で判定する方式を導入し、現行の判定方式との選択制と

する。 

○ 絶対数の具体的水準については、内閣府のアンケート調査等

を踏まえ、既存の認定ＮＰＯ法人の標準的な寄附者数の実態と

概ね遜色ない水準に設定するとの基本的考え方の下、「寄附金額

が年 3,000 円以上の寄附者の数が年平均 100 人以上」とする。  

（注）寄附者数の水増しを防止するため、寄附者本人と生計を一にする者

も含めて一人として数えることとする。また、そのＮＰＯ法人の役員

又は社員である寄附者は、寄附者数から除くこととする。 

  ロ 地方団体が条例指定した法人に対するＰＳＴ要件等の免除 

○  身近な課題に取り組むＮＰＯ法人を支援するため、ＮＰＯ法

人と身近に接している地方団体が、その域内に事務所を有する

ＮＰＯ法人のうち、条例において個人住民税の寄附金税額控除

の対象として個別に指定したものは、ＰＳＴ要件を満たすもの

とする（その他の要件については、充足を求める。）。 
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○  この場合には、「実績判定期間における共益的活動割合が

50％未満であること」の要件について、その対象となる共益的

活動から「便益の及ぶ者が地縁に基づく地域に居住する者等で

ある活動」を除いて判定することとする。 

  ハ その他 

○ 上記の見直しは、平成 23 年４月１日以後の認定の申請から適

用する。また、次の措置を講ずる。 

・ＰＳＴ要件の基準を５分の１以上（原則：３分の１以上）とす

る特例を恒久化する。 

・ＰＳＴ要件に係る小規模法人の特例（簡易な計算式で判定を行

うことができる措置）を存置する。 

・初回の認定申請におけるＰＳＴ等の実績判定期間を２年（原

則：５年）とする扱いを存置する。 

  ② 認定取消しがあった場合の取戻し課税 

○ 適切な税制上の事後的是正を確保する観点から、認定ＮＰＯ法

人のみなし寄附金について、認定取消しがあった場合には、取消

しの原因となった事実のあった日の事業年度まで遡った取戻し課

税を行うこととする。 

（注）平成23年４月１日以後に開始する事業年度から適用する。 
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（２）新たな認定制度の創設と税制上の対応 

 新認定法に基づく新たな認定制度においては、「認定の間口は広く、

事後チェックをしっかりやる」との考え方の下、国税庁に代わる新た

な認定機関による認定に移行するとともに、いわゆる「仮認定」制度

の導入などの施策と合わせて、必要な調査や認定の取消しに至る前の

段階的な是正措置等を行う監督制度を、次のとおり一体的に整備すべ

きである。この整備がなされた場合には、所要の税制措置を行う。 

なお、内閣府は、関係省庁の協力を得て、新たな認定機関のあり方

等、下記の内容について、地方団体と協議を行い、その協議を整えた

上で、平成 24 年４月から新たな認定制度が開始されるよう、次期通

常国会において所要の法整備が行われることを目指す。 

① 新たな認定機関等 

○ 地域のことは地域に住む住民が自ら決めるとの理念の下、認定

事務を国税庁からＮＰＯ法人を認証した地方団体に移管するこ

ととする。これと併せ、２以上の都道府県に事務所を設置する法

人の認証事務を内閣府から主たる事務所の所在する都道府県に

移管する。 

○ 内閣府は、新たな認定に係る事務を円滑に実施するため、都

道府県に対し情報の提供その他必要な支援を行うこととする。 

○ 新たな認定制度における認定要件については、現行の認定Ｎ

ＰＯ法人制度における認定要件を基本とする。 
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② いわゆる「仮認定」制度の導入等の支援 

○ 「新しい公共」の枢要な担い手となるＮＰＯ法人の設立初期

の活動を支援するため、次のような「仮認定」の制度を導入す

る。 

イ 設立初期の活動支援として、設立後５年以内のＮＰＯ法人は、

１回に限り、ＰＳＴ要件以外の認定要件を満たす場合に「仮認

定」を受けることができることとする。 

ロ 現行の本認定の有効期間が５年であることを踏まえ、本認

定への移行を促す観点から、「仮認定」の有効期間は３年とす

る。 

ハ 制度の濫用防止の観点から、認定（「仮認定」を含む。）の取

消しを受けたＮＰＯ法人の役員・社員であった者が関与してい

る別のＮＰＯ法人については、その取消しのあった日から５年

間は、「仮認定」を認めないこととする。 

（注）本認定においても、同様に認定要件における役員等の欠格事由とす

る。 

ニ なお、所要の経過措置について検討する。また、その施策の

効果や措置の適正性を検証し、施行から３年後までに必要な見

直しを行うこととする。 

○「新しい公共」を担う認定ＮＰＯ法人を育成する観点から、新

たな認定制度において本認定を受けた法人（以下「新認定法人」

という。）について、名称の独占その他必要な支援措置を整備す

る。 
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③ 監督規定の整備等 

○ 新認定法人（「仮認定」を受けた法人を含む。）の適正な運営

を確保する観点から、次の措置を講ずる。 

イ 適正を欠く運営が認められた場合に、現行のように直ちに認

定取消しをするのでなく、事案に応じた段階的な監督の枠組み

を設ける。 

ロ 過大役員報酬の支給や役員等が支配する法人への資産の低廉

譲渡等が認定取消事由に該当することを明確化するなど、客観

的な取消事由を整備する。 

ハ 地方団体が認定事務を行う際に必要な立入検査をできること

とする。また、国税庁から地方団体等への通知制度を整備する。 

ニ 「仮認定」も含め、認定取消しを受けたＮＰＯ法人は、５年間

認定の申請をできないこととする。 

 

④ 新たな認定制度の下での税制措置 

○ 新認定法人についても、現行と同様の認定基準等が設けられ

ることを前提として、現行の認定ＮＰＯ法人と同様に、寄附金

控除やみなし寄附金制度の適用を認めることとする。 
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○ なお、みなし寄附金の損金算入限度額については、社会福祉

法人等とのバランスを踏まえ、新認定法において、「その他の事

業」の停止命令など、社会福祉法人等と同等の監督規定等が整

備される場合には、社会福祉法人等と同等の限度額（所得金額

の 50％又は 200 万円のいずれか大きい金額）に引き上げる措置

を講ずる。その際、みなし寄附金の対象範囲は収益事業以外の

事業のうち特定非営利活動に係る事業に充てるものに限ること

とする。 

○ 「仮認定」を受けたＮＰＯ法人については、本認定に向けた

設立初期の寄附金の募集活動を支援する観点から、寄附金控除

の対象とする。 

 

３ 地域において活動するＮＰＯ法人等の支援（個人住民税） 

（１）寄附対象団体の拡大 

○ 個人住民税の寄附金税額控除について、地域において活動するＮＰ

Ｏ法人を支援するため、認定ＮＰＯ法人以外のＮＰＯ法人への寄附金

であっても、都道府県又は市区町村が条例において個別に指定するこ

とにより、個人住民税の寄附金税額控除の対象とすることができるこ

ととし、平成 24 年度分の個人住民税から適用する（平成 23 年中の寄

附金から対象）。 

○ あわせて、上記条例指定を受けたＮＰＯ法人に対する寄附金に係る

税額控除の適用を受けるための手続き等の規定の整備を行うことと

する。 
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（２）地方団体によるＮＰＯ法人支援（ふるさと寄附金の活用） 

○ 個人住民税における「ふるさと寄附金」を活用してＮＰＯ法人等へ

の支援を促進するため、控除対象寄附金の取扱いを明らかにすること

を通じて寄附しやすい環境を整備する。 

○ 具体的には、個人が特定のＮＰＯ法人等へ助成することを希望した

地方団体に対する寄附金については、原則としてふるさと寄附金に該

当することとする。ただし、個人が特定のＮＰＯ法人等へ助成するこ

とを条件とし、当該条件が履行されない場合には返還義務の生じるも

の（負担付き寄附）を除く（この場合、所得税も同様の取扱いとする。）。 

（３）控除対象寄附金の適用下限額の引下げ 

○ 寄附文化の裾野を広げるため、個人住民税における控除対象寄附金

の適用下限額を２千円（現行５千円）に引き下げることとし、平成

24年度分の個人住民税から適用する（平成23年中の寄附金から対象）。 
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